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I　問　　　題

　（1）研究の角度

　人口の地すべり的な移動，通勤兼業化など日

本の農業と農村の変貌をめぐっての間題は，さ

まざまな角度から論議されている。こうした，

農村の構造的変化は，住民の生活全般に影響を

及ぼし，スポーツやレクリエーションをも大き

くある方向にむかわせている規定条件となり，

その過程は多くの農村地域のうえに進行してい

るように思われる。

　ここにとりあげようとしているのは，今日の

杜会体育が当面している問題のうち，ひとつの

重要な側面をなしている農村における社会体育

の問題である。その農村の社会体育を，地域体

育としてとりあげようとするのは，地域と体育

のかかわりあいを検討し，個人およびその地域

杜会の体育をより望ましい方向に発展させる方

法をみいだすためである。

　たしかに，同じ日本の農村の申にも性格を異

にするいろいろなタイプの農村が存在している

ことはいうまでもない。形態の面では集村と散

村が，また平野村，山間村，山村などの立地条

件によっても異なり，更に，都市に近接した近

郊農村と都市から離れた純農村では様相はちが

っている。生産形態の面では穀作地農村，果樹

1園芸作物などいわゆる換金作物などにより現

金収入を得ている農村，酪農や畜産などを含め
　　　　　　　　　　　　　　　（1）
た多角経営の農村などに区別される。

　社会体育の現状や間題も，このような農村杜

会の類型のちがいによって，その様相を異にし

ているとおもわれる。したがって，農村地域社

会における社会体育の正しい把握のためには，

住民の存在形態にもとつく実態調査と多くの実

践の資料とを正しく関連させながら分析するこ

とが必要である。日本の体育学が現在にいたる

まで，この課題に関して，先学者たちが積み上

げてきた実証的理論的業績はかなりの数におよ

んでいる。たしかに，体育杜会学，スボーツ杜

会学は早くから，より重要な一部として地域杜
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
会の体育・スボーツの問題を取り扱ってきた。

　われわれも，上のような観点から，1962年に

米子市周辺の近郊農村と純農村における杜会体

育の問題を，特に余暇の分析と利用という角度
　　　　　　　　　　　　　　　（3）
から個人と集団を申心にみてきた。1963年に

は，鳥取・岡山・広島県下の特定地域につい

て，杜会体育の具体的振興計画を立案するにあ

たって，地域杜会におけるスボーツ活動の基盤

である人口動態，産業構造，生活構造等を分析

し，そこからスポーツ人口の動態を明らかにし

て，それと集団（組織），施設，プログラム，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
指導者，経費等の具体的問題を検討した。ま

た，1962年から1964年に後進地域（島根県隠岐

島）におけるスボーツ参与の実態を，特に地域

の社会経済的条件との関連においてしらべ，そ

れが地域の持つ特性といかなる関係にあるかを
　　　　　　　　　（5）（6）（7）
■明らかにしようとした。これらの調査から，大

略つぎの諸点を学びとった。

　①　地域社会にはたらく内外の杜会経済的変

　　化にともない，従来の活動基盤を弱体化さ

　　せている。

　②杜会経済的構造の停瀞性に基づく青壮年

　　人口の流出にともない，婦人，子供，老人

　　など在村住民の体育・スポーツに新たな問

　　題を提起している。

　③　過去の形式の温存と変化している現実と

　　の間に，一種の文化的対立がみられ，体育

　　・スポーツに対する認識の未分化は，一

　　面，住民の自発的指向の停滞に関連してい

　　るように思われる。
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　しかしながら，このような試みを　般化する

ためには，なお多くの調査や研究資料が必要で

ある。したがって，ここでは，諸方面の累積さ

れた成果に学びながら，現状や問題を今日の農

村の変動と関連させながら展望し，次いで今後

の課題を設定することが研究の主たる目的であ

る。

　（2）社会体育の振興

　社会体育は，学校体育に対して用いられるこ
　　　　　（8）
とばである。したがって，杜会教育と学校教育

との関係が，社会体育と学校体育についてもあ

てはまるといえるであろう。

　社会教育法によれば，社会教育は「学校教育

法に基づき，学校の教育課程として行なわれる

教育活動を除き，主として青少年およぴ成人に

対して行なわれる組織的な教育活動（体育およ

びレクリエーションを含む）をいう」と規定さ

れている。この概念にしたがえば，杜会体育も

「学校がその計画にしたがって行なう体育活動

を除いた，その他すべての体育活動である」と

いってよい。いずれにしても，内容の範囲の不

明確，対象の不特定，参加の自由性などの特性

が，杜会体育といわれるものを統一的に規定づ

け，性格づけることをむつかしくしていると考

えられる。

　今日，われわれの意味する杜会体育が，意図

的・計画的な営みとしての教育のカテゴリーに

属することはいうまでもない。しかし，杜会体

育は組織的な体育活動のみをいうのではない。

それは，「もともと杜会教育活動の本質的な形

態は，人々の自発的教育活動および相互的教育
　　　　（9）
活動である」といわれるように，杜会体育も個

人および杜会の福祉に役立つ，スボーツやレク

リエーションによる自発的，相互的体育活動な

る点にある。このような視点に立つ体育・スボ

ーツは，人間の全生涯を通して継続される自発

的，自律的な体育活動であると同時に，すべて

の人間の杜会的共同生活にわいて早受されるべ

きものである。

　たしかに，杜会体育の活動方式の理想は，個

人の自発的，白律的な体育活動にあるとして

も，そこに到るまでには人為的，計画的，そし

て継続的な指導（はたらきかけ）が必要であ

る。指導は，スボーツヘの自発的参加者をふや

し，そのレベルを高めるといった2つの側面を

持っている。すなわち，スボーツの普及のため

の社会体育と，水準を向上させるための社会体

育を同時に考えなければならないところに杜会

体育のむつかしさがある。

　わが国の杜会体育の現状を考えた場合，レベ

ルを上げる杜会体育に比べ，普及のための杜会

体育がおくれていることを否定できない。した

がって，今日の杜会体育のより重要な課題は，

日頃スポーツ活動にめぐまれない階層の人々に

対して，その機会を提供し，自発的参加者の普

及をはかることである。この場合，スポーツヘ

の自発的参加は個人的条件と環境的条件に影響

される。環境的条件は自然的条件と社会的条件

に分けられるが，杜会的条件は特に重要であ
（10）

る。

　社会体育の振興をはかるためには，スポーツ

活動のための諸条件の整傭が前提である。スボ

ーツ活動への参加を規定する条件は，①基礎的

条件と，②スポーツ活動に直接関係する条件に

分けることができる。基礎的条件は，個人的な

角度からみれば，その人の生活水準や生活構

造，スボーツに対する態度などが重要なもので

あり，これを地域杜会の角度からみれば，地域

の社会構造や経済構造（特に産業構造）とそれ

に関運する人口構成などに規定される面が大き

い。したがって，スボーツヘの参加と杜会経済
　　　　　　　　　　　（i1）
的条件とは深い関係にある。スポーツ活動に直

接関係する条件は，スポーツの施設やグルー

プ，プロクラムや指導者，啓蒙活動，経費など

であるが，地域のスボーツ振興を促進させるた

めに必須の要件である。したがって，杜会体育

はこれら下からの基礎的条件によって規定され

る，地域における人々のスボーツヘの参加のし

かたやレベルを，性，年令，学歴や職業などと

関連させて検討し，そこから出発して，施設や

クループ（組織），プロクラムや指導者，啓蒙

活動，活動に必要な経費の支出などの努力によ
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って，個人およびその地域杜会のスボーツ活動

をより望ましい方向に発展させることであると

いつてよい。

皿　農村の構造的変化と

　　　スポーツ活動の基盤

　（1）構造的変化の諸相

　「農村には青年がいなくなった」「スポーツ

は農村ではやれなくなった」といういいかた

は，常識的なことぱになってきた。客観的な現

象はたしかにその方向にはげしく動いている。

その原因は，いうまでもなく，わが国の経済の

高度成長に伴なう産業構造の急激な変化にあ

る。そのインデックスになるものは，地域別人

口の構成の変化であろう。すなわち，第2次大

戦後の昭和25年の郡部人口62．5％，市部人口

37．5％は，10年後の昭和35年には36．5％，63．5

％と逆転し，その後もひき続き減少している

（表1）。もちろんこの間の計画的な町村合併

　く表1＞　　市部，郡部別人口構成比

琢　　磨

く表2＞　　産業別就業構成比

1第1次産業1第・次産業1 第3次産業
昭和25年1　　　　I

48．3％ 21．9％ 29．8％

30 41．1 23．8 35．1

35 32．8 29．2 38．O

37 29，7 30．4 39．9

38 27．9 31．O 41．1

（註）25年，30年，35年は国勢調査（註）25年，30年，35年は国勢調査

　　　37年，38年は労働力調査

＜表3＞　　農業就業人口の流出

1流出数1離村1通勤
昭和33年 56（万） ・・（・）一・（・）

35 62

37 75 1∴芳
38 93 47 53

　　　　　　　（農林漁家就業動向調査報告）

＜表4＞　　脱農者の年令別構成比

1市部人口1 郡部人口
昭和10年 32．9（％） 67．1（％）

15 37．9 62．1

25 37．5 62．5

30 56．3 43．7

35　1 63．5 36，5

昭和35年

　　37

　　38

19才以下

65（％）

67

66

20～34才

29（％）

25

22

35才以上

6（％）

8
12

　　　　　　　　　　　　　　　（国勢調査）

を考慮に入れなければならないが，これを促進

したのは，わが国の産業構造の近代化である。

　わが国の産業構造の推移を歴史的にみると，

第1次産業から第2・第3次産業へと労働人口

が移行してきているが，戦後は，この移行が急

速に進んでいる。このような状況の申で，農業

人口は急激な減少を示している。すなわち，昭

和25年に48％であった農業人口は昭和35年には

33％，37年には遂に30％を割った（表2）。そ

れは実数において，昭和30年の1，600万人が38

年には1，200万人に減少を示している。ところ

で，農業人口の減少の内容，すなわち減り方

は，農業から他産業への流出数が昭和35年に62

万人，37年に75万人，38年には93万人と年々増

　　　　　　　　（農林漁家就業動向調査報告）

加する傾向にある（表3）。こうした農業人口

の減少の主体を占めているのは青少年層である

が，脱農化の最近の傾向は35才以上の年令層の

比率を拡大させてきている（表4）。それを離

村と通勤に分けてみると，最近は離村より通勤

のほうが増加していく煩向をたどりつつある

（表3）。このことは，工業立地の拡大によっ

て需要地域が広がってきた結果であろう。しか

し，いわゆる後進地域の農村では，離村就職の
　　　　　　（12）
傾斜が顕著である。さらに，新規学卒就職者の

うち，農業に従事したものは5％にすぎない。

これを農家出身の新規学卒者についてみても，

農業就業者の比率は7％以下である（表5）。

こうして，農業人口は青壮年が年々減少し，50

才以上の老年令層が相対的に高い割合を示す傾

向にある。

　農業人口の顕著な減少にもかかわらず，それ

に対して農家戸数はそれほど減っていない。す

なわち，昭和30年の608万戸は35年でも600万戸
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＜表5＞　農林漁家出身新規学卒者の動向

　　　　　　　　　　　　　（昭和37年度）

卒総 進 就　　　職 農就 そ

業
計1離村1通勤

の

者数 学 業業 他

（万） （％） （％） （％） （％）

申学

（％） （％）

78 62 30 19 11 6 2
高校 32 17 69 32 37 9 5
計 110 47 42 2

3
1

19 7 oo

（農林漁家就業動向調査報告）（農林漁家就業動向調査報告）

＜表6＞　　専兼別農家構成

総
農

専 兼　　　　業
家
数

業
＿　　　　　　　　1計　第1種兼第2種兼

（万） （％） （％） （％） （％）

昭和25年 617 50 50 28 22

30 608 35 65 38 27

35 601 34 66 34 32

37 588 26 74 33 41

38 582 24 76 34 42

1第・種兼i第・種兼

　　　　　　　　　（農林省　「農業調査」）

を越え，最近の2・3年でかなり減少したとい

われているが，38年にはなお582万戸をかそえ

ている。この農業人口と農家戸数の減少のアン

バランスは，青壮年人口が他産業に流出して

も，農業は老年令層や婦人によって続けられて

いることを示すものである。こうした動きは，

農業だけで生活を支えることが困難なために，

農業外所得を求める農家が増加していることを

不している。

　兼業化の傾向は，昭和25年には総農家の約半

数が兼業農家であったが，30年に65％フ35年に

66％，38年に76％ξ急激に増加している。なか

でも，最近の顕著な傾向は，第2種兼農家が激

増をみせていることである（表6）。このよう

に，専業農家が減少して，兼業農家とりわけ農

業を従とする第2種兼農家が増加していくとい

うことは，つまり賃金労働者やサラリーマンの

増大ということでもある。反面，農業就業者と

りわけ主婦にしわよせとなり，農業と家事の面

での労働負担が増大している。ところで，兼業

先の労働条件についてみると，概して農家出身

労働者は小企業労働市場との結びつきが強く，

公務員や役職員など一部を除いて，極めて不安
　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）
定で低い労働条件のもとにおかれている。した

がって，農業就業者はいうまでもなく，通勤者

の多くも自発的スボーツ活動を行なうには困難

な条件におかれていることが推測される。

　いずれにしても，今日の農村は一方では学卒

者および基幹労働力人口の域外流出，出稼の増

加などによって人口を大量に減少させており，

他方では兼業化の促進によって商品生産的農家

と飯米自給的農家への分化を強めており，これ

が従釆の地域集団の崩壊や，部落全体に共通す

る利害関係の衰退に大きく作用している。こう

した農村の生活基盤の変化は，必然的にスポー

ツ活動の変化を余儀なくし，従来の活動基盤の

弱体化と無関係ではありえない。たしかに，賃

金労働による兼業化の促進，換金作物申心の多

角経営への移行などは，農家の現金収入の増加

をもたらし，これがテレビの普及率その他の消

費生活の上昇に作用していることを否定できな

い。しかし，その反面，農閑期の縮小や労働強

化を余儀なくさせている。また，人口の老令化

への傾斜は，生活意識の面では保守的な傾向を

温存させる要因ともなっている。これらは，ス

ポーツ活動の生活化にはむしろマイナスに働い

ていると考えられる。

　（2）農民の生活　　労働と余暇

ア）労働時間

　昭和38年の『国民生活白書』は，NHKが昭

和16年と昭和35年に行なった「国民生活時間調

査」資料によって，「農家の農作業時間は1日

平均約2時間の減少をみせている。……農業就

業者の主要労働時間は，他の産業就業者と大き
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）
な差はなく，都市労働者に近ずきつつある」と

述べている。短縮の傾向は後進地域においても

認められるが，NHKの35年の調査と比較した

場合，地域格差を露呈させている（表7）。た

しかに，戦前に比べると，労働時間は短縮され

ているとみてよい。このような労働時間短縮の

背景にはいろいろな原因を想定することができ

る。それは，農業労働の機械化や農業技術の改
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＜表7＞ 農業就業者の生活時間

昭和35年調 昭和16年調査 隠岐島（昭和38年）調査

査
31～45才 31～45才 31～45才 31～40才 31～40才 31～40才

農業従事者 農業従事 農業従事 農業従事 農業従事 農業従事 農業従事
者平均 者　男子 者女子 者平均 者　男子 者女子

時間分 時間分 時間分 時問分 時間分 時間分 時間分
生活必需時問 9．52 9．26 9．36 9．16 9．48 9．51 9．47

労働時間 10．06 12．05 10．59 13．13 11．00 10．18 11．44

余暇時間 4．02 2．29 3．25 1．31 3．12 3．34 2．29

時間分

　　　　　　　　（NHK放送文化研究所年報8）

＜表8＞　　週問の就業時間別就業者の

　　　　　　　　　　　　割合（37年）

‘農林業 1非 農 林

35時間未満 12．3％ 3．7％

35～42時間 21．1 9．7

43～48 10．4 47．8

49～59 28．1 20．5

60～69 16．1 9．3

70時間以上 11．7 8．8

　　　　（38年度農業の動向に関する年次報告）

良が労働の負担を軽減したということ，労働と

余暇に対する新しい生活態度も生まれつつある

ということなどの諸要因が互いに結びあって，

農民層の平均労働時間の短縮に直接，間接に関

係しているとおもわれ争・つぎに・主要労働時

間にかぎって，週間の就業時間別就業者の割合

をみると，非農林業では43～59時間に大半が集

申しているのに対して，農林業では42時間以下

および60時間以上の就業者の比率が高くなって
　（15）

いる（表8）。これは，農業は老令者や婦人も

含まれることから，短時間就業者の割合も大き

いが，他方，非農林業より長時間就業者の多い

ことを不している。

　つまり，平均労働時間が短縮しつつあるとい

われることの背景には，農林業の場合は，労働

時間の個人差が大きいことが指摘できる。なか

でも，基幹労働カ人口の長時間労働がめだって

いる。しかも，このような労働時間のパターン

が，日曜日と平日とほとんど変らないというと

ころに農業労働の特質がある。

イ）農家の休日

　昭和38年上半期の『消費者動向予測調査』に

よれば，農休日など定期的な休日のある農家は

約3割である。しかし，植松五郎の調査によれ

ば，「定めた日に農休日を実施している農家は
　　（16）

134％」で，実施率は低い。鳥取県米子市彦名

地区（近郊農村）における昭和36年の公休日

は，全休日30日，半休日18日で，古い憤例の休

日に新しい祭日などを加えてとりきめたもので

ある。その実施状況についてみると，ふだん公

休日には「たいてい休む」37％，「時どき休
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）
む」46％，「休まない」17％となっている。

　たしかに，兼業化の進行，多角経営による農

業労働のリスムの変化，農業経営の個別分化な

どに伴なって，これまでの慣例的なとりきめか

たは，住民の生活のパターンと対応しえなくな

り，画一的な一斉実施を困難にしている。テレ

ビその他の物質文化の面での生活水準は高まっ

ても，農業就業者は，都市労働者のように定ま

った休日を持つ者は少なく，労働と余暇の未分

化な状態にあるといえるだろう。

ウ）余暇の利用

　余暇利用という面からみれば，農業就業者の

余暇時間は夜に集申する平日型のパターンに限

られるため，その余暇利用の特徴は，テレビ・

新聞などマスコミ接触兼休息の比重が大きい。

また，「何となく過す」といった，自由時間と

して意識の上にのぽらない時間もかな、り大き

い。昼間のまとまった余暇時間が少ないという

ことは，スボーツが日常的余暇活動として現わ

れる可能性に乏しいといわなければならない。

農村住民のなかで，趣味活動やスボーツが日常

の余暇活動に現われるのは，通勤者とりわけ公

務員や団体職員であり，他の多くの通勤労働者
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農村における社会体育の現状と今後の課題

も週日，休日ともに農業就業者と比較できるよ

うな差はみられない。

皿　農村スポーツの現状

　（1）住民のスボーツ活動

　スポーツ活動への参加は都市と農村で，また

同じ地域においても性や年令で，職業や学歴に
　　　　　　　　　　　　　　（18）
よってかなりのちがいがみられる。農村におけ

るスポーツ活動を規定する社会経済的条件は，

自発的スポーツ活動を促進させるようにはたら

いているとはいえない。すなわち，農村地域杜

会の構造的性格とスポ」ツ活動との関連は，こ

れを人口構成の角度からみれば，青年層の域外

流出が激しく，従釆のスポーツ活動の主要なに

ない手を失ないつつある。それはまた，地域杜

会の産業構造や産業規模と深くかかわりあうも

ので，農村地域の産業の停瀞性が，そのまま地

域住民のスポーツ活動に反映しているように思

われる。このような状況において，どれぐらい

の人が，どの程度スポーツ活動へ参加している

だろうか。

　＜表9＞　　スポーツ実施の有無（％）

運動した し与かった

町村平均 農業就業者 町村平均 農業就業者

全国町村 37．9 31．1 62．1 68．9

1．彦名町

男
子
女
子

37，923．7 26，520．6 62，176．3 73，579．4

2．江府町

男
子
女
子

40，526．1 31，624．O 59，527．9 68，476．O

3．布施村

男
子
女
子

62，449．4 62，850．0 37，650．6 37，250．O

4．旧申村

男
子
女
子

40，028．5 33，320．1 60，071．5 66，779．9

　（註）1…近郊農村，2…純農村，3…離島農山村

　　　4…離島農山村

　　　全国町村は内閣広報室「スポーツに関する世

　　　論調査」による。

　　　　　　　（19）
　内閣広報室の調査によれば，なんらかのふた

ちでスポーツを実施しているものは，都市部45

％，町村部で38％となっている。スボーツ実施

と地域との関係は，いわゆる都市化の度合だけ

でなく，地域スボーツ組織活動の内容のちがい

によって，また活動内容は同じであっても地域

の構造的特性の相違によって，展開と影響もち

がっている。すなわち，すでに組織活動の成果

をあげてモテル村となっだ布施村，杜会体育研

究指定町村として指定をうけた江府町，必要を

感じながら何の展開もみられない米子市彦名地

区など，地域の組織的活動の展開の相違が，た

しかに住民のスボーツ活動への参加に反映して

いる（表9）。

　スボーツの実施の程度やレベルをどのように

考えるかについては，かなり異論のあるところ

である。W．Meise1はスポーツ参加者を，①

休日や週末のPast1m－eやRecreat1onとして

のスポーツ，②クラブ・レベルのスポーツ（週

2．3回の規則的練習で試合に参加），③高度

な選手（チャンピオン）のスボーツ，に層化し
　　　　（20）
て考えている。

　内閣広報室の調査から，町村におけるクラフ

・レベルのスポーツ人口は5％弱，第1次産業

就業者で約2％と推計される。また，国民体育

大会等の代表選手を第1次産業就業者から送り
　　　　　　　　　　（21）
出すことはほとんどない。したがって，農村に

おけるスボーツ人口のほとんどは，いわばレク

リエーション指向型であるといえる。農村にみ

られるスボーツ人口の特徴は，その8割が年10

回未満の実施で，いわゆる行事型スボーツ人口

ともいうべき層によって占められていることで

ある。

　＜表10＞　　スポーツ実施回数

実
者
施
数
（
人
）

実施回数（％）
堺1

2
～
4
回

5高gl
10回以上

布施村
男子女子 4

8
4
1

15，534．5 47，355．2． 15．55．7 21．74．6

旧中村
男子女子 2

3
2
1

13，046．7 39，126．7 35，920．O 13．06．7

年10回以上実施のスポーツ人口に隈定して，

スポーツ活動Φモデル村（布施村）とスボーツ

の組織的活動の面でみるべきものを持たない村
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磨琢団

低いということはヲそれは住民の時間的、経済

的な余裕だけでなく，施設用具，伸間などの諸

条件に恵まれていないことと関連するものとお

もわれる。

　（2）杜会体育・スポーツの組織

　　般に，スポーツ活動の条件に恵まれていな

（旧申村）を比較してみたとき，両者の間に大

きな差を見出すことができない（表10）。表9

でみた実施率における両地区の差は，つまり行

事への動員（組織力）の差によるものと考えら

れる。いわゆるスポーツ村として知られる地域

においても，スポーツの継続的実施者の比率が

社会体育・スポーツの組織図
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③島根県布施村＼

隠岐体協

布施村教育委員会

部

落

会

世

帯
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｝

老

人
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ラ

ブ
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落
グ

ル

プ

飯卯
美一敷施

部部部
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飯春
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プブ

男男
子子
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西郷町教育委員会
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区
　　　郷婦
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部

東
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申

支

部

部
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体育指導委員（8人）

補
助
員

（全住民）

いということと関連して，農村のスポーツ活動

は行事主義ともいうべき特徴を生み出してい

る。いわゆる行事主義とは，戦前の伝統的社会

体育体制を特徴づける，部落を拠点とした「地

域ぐるみ組織」による部落対抗の網羅主義的運

動会方式を，戦後の杜会体育の理念に盛ったも

のである。住民のスポーツ活動と直接的につな

がる集団的基盤は，行政の下部機構たる部落で

あり，これを媒介するところに町村の地域体育

組織が位置している。農村の杜会体育組織が，

地域的，網羅的集団の系列的連合による組織に

支えられていることにいまも変りない。

　たしかに，組織の形態は，地域によって一様

ではないが，　般に農村の場合は，公民館方

式，体育協会方式，公民館十体育協会方式の3

方式に大別することができる。

　これを組織の形成過程からみると，具体的な

意図によって，人為的に組織機構がつくられ，

人が配置されたもので，いわば上からのはたら

きかけによる指導の組織であることを指摘でき

る。

　組織の構成方法は，種目型，地区型，団体型

およびこれらの混合型に区別することができ

る。杜会体育の比較的盛んな布施村においては

混合型が，活動の低調な旧中村においては地区

型がとられている。このように体育協会といっ

ても地域によってその構成方法は異なってい

る。たしかに，組織の構成単位は，地区や団

体，或は種目に分化していても，下位集団とし

てのクラブや会員は明らかでない。したがっ
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団

て，組織の特性は役員組織だけが明確で会員の

輸郭がはっきりしない網羅組織である。すなわ

ち，組織の実体は地域住民の総体であり，対象

はすべての住民という不特定多数である。それ

故に，下部機構はほとんど「地区」　　「部落」

が土台であり，部落会を通して役員や選手が決

定される。

　体育協会と公民館体育部共存型地域における

体育協会と公民館体育部との関連は，両者の機

能分担が不明確なまま，競合的なかたちで地区

一部落を基盤に，全住民にはたらきかけるとい

う機能的　重性を露呈させる場合がめだつ。こ

のような杜会体育組織の競合的一重性を是正す

る意味から，組織の一元化への動きもみえはじ

めている。また，昭和28年の町村合併促進法に

基づいて，多くの町村が合併を実施したが，そ

れにしたがって社会体育の組織も統合をしてい

る。しかし，それは行政面での合理化に基づく

上からの要請による統合化であり，活動の実体

は旧村一部落が単位であることに変りない。町

村合併による杜会体育組織の統合は，身近かな

ところに援助を期待できなくなったこと，予算

等の面で旧村時のように融通がきかなくなった

こと，憤習的な行事が新町村の主催へ移行した

ことなどの点でマイナスにはたらいている場合

が少なくない。加えて，行政区域の拡大は，必

然的に域内住民の職業や利害関心の異質化をも

たらし，組織の運営が難かしくなったという矛

盾も顕現している。

　いずれにしても，杜会体育の組織系列は町村

一（地区）一部落という鋳型に変りがなく，行

政の末端組織である部落を通しての住民の網

羅組織であることを指摘できる。つまり，部落

会と公民館支所や体育協会支部とを統一して，

部落の区長が行政と杜会体育も含めた全体を統

轄するしくみになっている。このようなシステ

ムは，杜会体育だけでなく，社会教育全般に共

通してみられる現象であるが，行政機関との連

絡を密にし，その利便をはかる点では有益であ

るといわれている。

　スポーツ振興法（昭和36年）にしたがって

琢　　磨

設置されている体育指導委員は，地区とスポ

ーツ種目の両面を考慮して任命されているが，

小1申学校教師や体協役員によって多く占めら

れている。地区組織の形骸化，或は往民般の

スポーツに対する意識の稀薄から，活動の面で

は種目に比重をかける傾向が強くあらわれてい

る。しかも，体育協会は郡大会など外部の町村

との対抗に強い関心を持つために，体育指導委

員もその面への協力が強く要請される傾向にあ

る。したがって，地域内の種目別大会はこのと

ころ次第に衰退し，体育協会が期待をかける少

数の代表選手とそれから脱落してとり残された

多数の住民の分極化現象がめだっている。

　部落対抗競技会への参加は，たしかに最近で

は戦前のような強制参加的性格はもっていな

い。しかし，住民間にはまだ強制参加的な感覚

は抜けきっていない。白発的というより，「き

がね」や「つきあい」からの他律的な参加が支

配的である。このことは，農村における杜会体

育が既存の地域集団を基盤に，部落対抗競技と

いう「競争」のかたちで行なわれていることと

無関係ではない。つまり，競技会への参加が個

人のたのしみの運動としてでなく，個人の背後

にある部落や集団への義務感に基づいた，いわ

ば集団の名誉のための参加である。こういった

競技会への参加は次第に回避される傾向がめだ

ってきている。今日の農村は，青少年人口の減

少によって競技型のスボーツ人口を大量に流出

させている。したがって，現在では順番制やく

じ引き制による選手選抜方法，或は申学生や高

校生に依存する方法などをとらざるを得ない部

落も多く輩出しつつある。　般には，スポーツ

に対する考え方が「競争の運動」から「たのし

みの運動」へ転換しつつあるといわれている。

農村におけるスポーツ活動の現実は，「運動で

競争する」，或は「秀れた選手の競技運動」と

いった伝統的スポーツ観がいまだ温存されてい

るといえるだろう。

皿　今後の課題

1）最近の農村の変貌は，一方ではいよいよ
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兼業化が進み，また青少年層を主体とする離村

や脱農化がいちじるしくな．り，他方には農業経

営の個別的分化がいちじるしい進展を示し，農

家の利害関係の対立もみせはじめている。こう

した農村杜会の構造的変化は，次第に部落住民

をひとつにまとめあげる「ぐるみ組織」の矛盾

を露呈しつつあり，これがまた，農村の社会体

育の組織活動に大きな変化を与えつつある。殊

に，わが国の産業構造の近代化は，青壮年の通

勤或は出稼の増大を結果して，質量共に従来の

杜会体育の組織の保持を困難にしつつある。し

たがって，今後こうした「部落ぐるみ組織」

に，杜会体育組織が全く依存してしまうことは

困難になってくるであろう。したがって，種目

別グループや施設を申心にしたとらえ方などの

新しい角度からの組織づくりの検討が重要であ

ると思われる。

　2）町村単位に設置されている体育指導委員

は，杜会体育組織の形骸化から，従来の行事主

義の踏襲から脱皮する積極的なはたらき場を持

っていない。たしかに，子ども会とスボーツ少

年団の指導者，青年団や婦人会をはじめ数多く

の体育行事の企画と運営の申心となることは非

常な努カと負担を要する。杜会体育の指導を学

校教師に求めることは，学校施設の開放や技術

指導などの面でプラスにはたらく場合が少なく

ない。しかし，学校教師は転勤等による移動が

はげしく，地域の指導力の蓄積に結びつかな

い。

　また，杜会体育の構成単位である部落のリー

ダーは主として区長や婦人会長など地域集団の

役職者に求めることが多いが，これらの役職者

は，多くの複合した役を持ち，それらの連絡奉

仕的仕事に多忙で，杜会体育の面でのはたらき

かけを見出しがたいといった様相がいちじるし

い。農村における杜会体育は，特に上からの秀

れた指導力が組織的活動の実績に大きく影響す

るといわれるだけに，指導者と共に指導組織の

検討は重要な課題といわなければならない

　3）農村では，地域スポーツを定着させる基

盤に乏しい。たしかに，一時的にかなり活発な

活動を展開させた町村は多い。一時的に活発化

しても，それが永続性を持たないというのは，

進め方の角度やプログラムが地域のI住民の生活

条件や要求にみあっていないことによるもので

ある。地域の構造的特性にみあった生活内容と

してのスポーツ活動，そのためのプログラミン

グと条件整備が必要であろう。すなわち，スポ

rツ活動を規定する基礎的条件の貧困を，施設

やグループ（組織），必要な経費の支出などの

スボーツ活動に直接関係する条件の整備によっ

て補なうとか，杜会体育活動を通して一斉休日

や農休日の制定にはたらきかけると共に，スボ

ーツに対する考え方を改めていくことが大切で

ある。

　4）杜会体育振興のためには計画的施策が必

須の要件である。それは，将来の方向を予測し

た振興計画のなかの実施計画として考えられな

ければならない。そして，これは地域開発，杜

会開発の総合開発プランの一貫として，地域の

社会体育振興策が計画されなければならない。

体育。スポーツ活動は地域の杜会開発と大きく

関連するにもかかわらず，この点が見逃がされ

るところに問題がある。
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